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渋川市地域活動支援センターかえでの園指定管理者募集要項

１ 趣旨

渋川市地域活動支援センターかえでの園の管理について、民間の知識や技術を活

用して、多様化する市民ニーズに効果的かつ効率的に対応するとともに、障害者等

（障害者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第４条第１項に規定する障害者をいう。）又は障害児（児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条第２項に規定する障害児をいう。）を

いう。以下同じ。）が身近な地域で日常生活及び社会生活を営むために必要なライ

フステージ又はライフスタイルに応じたきめ細かな支援を実現することより障害福

祉の増進を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項、渋川市地域活動支援センターかえでの園条例（平成１８年渋川市条例第１４１

号）第４条及び渋川市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１８年渋川市条例第５３号）第２条の規定により、指定管理者を募集する。

２ 募集の概要

（１） 施設概要

【施 設 名 称】渋川市地域活動支援センターかえでの園

【施設所在地】渋川市吹屋６５８番地７８

【施設開所日】平成１０年４月１日

（２） 指定期間

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで

（３） 選考委員会の設置

指定管理者の候補となる法人その他の団体（以下この２において「候補者」

という。）の選考を行うため、「渋川市地域活動支援センターかえでの園指

定管理者候補者選考委員会設置要綱」に基づき、渋川市地域活動支援センタ

ーかえでの園指定管理者候補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）

を設置する。

選考委員会は、応募書類の審査及びヒアリングを実施し、選考基準に基づ

いて候補者を選考し、選考結果を市長へ報告する。

（４） 選考結果の通知

選定結果は、応募書類を提出した候補者に対して速やかに通知する。

（５）協定書の締結



- 2 -

渋川市は候補者と細目協議を行い、協議成立後、仮協定を締結することと

する。正式な協定は、渋川市議会の議決を得て指定管理者を指定し、その後

協定を締結することとする。

３ 指定管理業務

（１） 地域活動支援センターの事業運営

（２） 管理物件の維持管理

（３） その他市長が必要と認める業務

※指定管理業務その他の指定管理に関する事項の詳細は、別添「渋川市地域活動

支援センターかえでの園指定管理業務仕様書」を参照すること。

４ 経理に関する事項

（１） 収入として見込まれるもの

ア 指定管理料

イ 生産活動（この募集要項３－（１）の地域活動支援センターの事業運営に

おける生産活動をいう。以下同じ。）に係る事業の収入

（２） 指定管理料

指定期間（この募集要項２－（２）の指定期間をいう。以下同じ。）にお

ける指定管理料の総額は、１０８，６３７千円（消費税及び地方消費税を含

む。）を上限とし、指定期間における毎年度の指定管理料は、各年度当初に

締結する年度協定において定める。

市長と指定管理者は、指定管理者が指定管理業務（この募集要項３の指定

管理業務をいう。以下同じ。）を適正に実施した結果、指定管理料を含む収

支において剰余金が発生した場合、収支差額の５分の４を市へ納入すること

を基本に協議するものとする。

市長は、指定管理者が行った指定管理業務に起因する経費不足額を補填し

ない。

（３） 経理の区分

指定管理業務に係る経理は、法人の他の運営事業の経理と明確に区分する

こと。さらに、生産活動に係る事業の経理は、指定管理業務に係る経理から

独立した会計処理を行うこと。

５ 募集及び応募の方法
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（１） 応募資格

応募資格は、障害者等及びその家族の安心に寄与し、及び信頼や期待に応

えるため、応募の時点において、次に掲げる条件をすべて満たす法人とする。

ア 主たる事務所の所在地が、渋川地区広域市町村圏域（渋川市、北群馬郡吉

岡町及び北群馬郡榛東村）内にあること。

イ 児童福祉法第２１条の５の３第１項に規定する指定障害児通所支援事業者

が行う指定通所支援若しくは同法第２４条の２第１項に規定する指定障害児

入所施設等が行う指定入所支援又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業

者若しくは指定障害者支援施設が行う指定障害福祉サービスを現に行ってい

ること。

ウ 法人又はその代表者及び役員が、次の各号のすべてに該当すること。

（ア） 租税及び公課の滞納がないこと。

（イ） 民法(明治２９年法律第８９号)第８条に規定する成年被後見人又は

同法第１２条に規定する被保佐人でないこと。

（ウ） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）及び破産法（平成１６年法律第７５号）の適用を受

けていないこと。

（エ） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に掲げる暴力団及び同条第６号に掲げる暴力団員

でないこと。

（オ） 児童福祉法第２１条の５の２３第１項に規定する指定障害児通所支

援事業者又は同法第２４条の１７に規定する指定障害児入所施設の指定

の取消又は停止を受けていないこと。

（カ） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５

０条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者又は同条第３項に規

定する指定障害者支援施設の指定の取消又は停止を受けていないこと。

（キ） 地方自治法第２４４条の２第１１項に規定する指定管理者の指定の

取消又は指定管理業務の停止を受けていないこと。

（ク） 渋川市建設工事請負業者等指名停止措置要綱（令和４年渋川市告示

第１９号）に基づく建設工事請負業者等の指名停止を受けていないこと

。

（２） 募集要項、仕様書及び参考資料の配布
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【期 間】令和７年７月３１日(木)から同年９月１１日(木)まで

ただし、閉庁日を除く。

【時 間】午前８時３０分から午後５時まで

【場 所】渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

【そ の 他】渋川市ホームページにも掲載（PDFファイル）

（３） 質問書の受付

【期 間】令和７年７月３１日(木)から同年８月２２日(金)まで

【場 所】渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

【様 式】様式第５号「渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理

に関する質問書兼回答書」

Excelファイル（渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定

管理に関する書類様式.xlsx）を渋川市ホームページからダウンロ

ードして使用すること。

【提出方法】持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メール

※令和７年８月２２日（金）必着

【回答方法】ホームページに公表

※回答は令和７年８月２９日（金）までに随時ホームページで

公開する。

（４） 施設見学会の開催

【日 時】令和７年８月２１日（木）午後２時から午後３時まで

【場 所】渋川市地域活動支援センターかえでの園

【参加人数】１法人につき３人以内

【申込様式】様式第６号「渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理

に関する施設見学会の参加申込書」

Excelファイル（渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定

管理に関する書類様式.xlsx）を渋川市ホームページからダウンロ

ードして使用すること。

【申込方法】持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メール

※令和７年８月２０日（水）必着

【注意事項】施設見学会の参加の有無は、この募集要項６－（１）の指定管理

者候補者の選考及びこの募集要項７－（１）の指定管理者候補者の

選定に何ら影響を及ぼすものではない。当該参加に係る一切の費用

は、参加した法人の負担とする。
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（５） 応募書類の受付

【期 間】令和７年９月１日（月）から同年９月１９日（金）まで

【時 間】午前８時３０分から午後５時まで

【場 所】渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

【提出部数】正本１部、副本１６部（複写可）

【提出書類】別紙「渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理に関す

る応募書類の一覧表及び注意事項」を参照

Excelファイル（渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定

管理に関する書類様式.xlsx）を渋川市ホームページからダウンロ

ードして使用すること。

【提出方法】持参

※応募書類の作成に使用したExcelファイル（渋川市地域活動支

援センターかえでの園の指定管理に関する書類様式.xlsx）は、

CD-R又はDVD-Rを持参又は電子メールで提出すること。

【注意事項】応募書類の提出に係る一切の費用は、応募法人（応募書類の提出

があった法人をいう。以下同じ。）の負担とするほか、応募書類の

提出に伴う詳細は、別紙「渋川市地域活動支援センターかえでの園

の指定管理に関する応募書類の一覧表及び注意事項」を参照するこ

と。

（６） 問合せ先

〒３７７－８５０１

群馬県渋川市石原８０番地 渋川市役所本庁舎１階

渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

電 話 ０２７９－２２－２３５９（直通）

ＦＡＸ ０２７９－２２－２３２７（直通）

電子メール syougai-1@city.shibukawa.gunma.jp

渋川市ホームページ http://www.city.shibukawa.lg.jp

６ 選考の方法

（１） 選考

渋川市地域活動支援センターかえでの園指定管理者候補者選考委員会設置

要綱に基づき設置した渋川市地域活動支援センターかえでの園指定管理者候

補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）が、審査（書類審査及び面
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接審査）及び評価（運営能力評価、指定管理料評価及び総合評価）を行い、

当該総合評価の最も高い応募法人を指定管理者候補者として選考し、当該選

考の結果を市長に報告する。

※なお、選考委員会の会議は非公開とする。

また、この募集要項４－（２）に定める指定期間における指定管理料の総

額（上限額）を上回る額を提示した応募法人は、失格とする。

（２） プレゼンテーション及び面接審査（ヒアリング）

【日 程】令和７年１１月中

※応募法人ごとの日時、場所、所要時間その他必要な事項は、別

途通知する。

【出席人数】１法人につき５人以内

【プレゼン】口頭により行う。ただし、パソコンやプロジェクター等の機器を

使用する場合は、あらかじめ連絡の上、機器は法人で準備すること。

７ 選定の方法

（１） 選定

指定管理者候補者の選定は、この募集要項６－（１）の選考の結果の報告

に基づき、以下の選定基準に照らして、市長が行う。

■ 選定基準

ア 市民の平等な利用の確保

イ 施設の効用の最大限発揮

ウ 施設の適切な維持及び管理

エ 管理に係る経費の縮減

オ 安定した管理能力

（２） 通知及び公表

この募集要項７－（１）の選定の結果は、応募法人に文書で通知し、及び

渋川市ホームページに掲載して公表する。

なお、この通知及び公表では、評価の透明性の確保、公正な競争の促進及

び不正行為の排除を目的として、応募法人の名称及びこの募集要項６－（１）

に定める総合評価の結果を明示する。

（３） 選定後の手続き

市長と指定管理者候補者は、この募集要項７－（１）の選定後において、

速やかに、仮協定を締結する。
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８ 指定の方法

（１） 指定

指定管理者の指定は、地方自治法第２４４条の２第６項及び渋川市公の施

設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第６条の規定により、議会

の議決を経て、市長が行う。

なお、当該議決が得られなかったとき又は指定管理者に指定することが著

しく不適当と認められる事情が生じたときは、指定管理者に指定しない。こ

の場合において、渋川市では、指定管理者候補者が指定管理者の指定の準備

のために負担した費用は、一切補償しない。

（２） 通知、告示及び公表

この募集要項８－（１）の指定をしたときは、その旨を指定管理者に文書

で通知し、渋川市公告式条例（平成１８年渋川市条例第３号）の定めるとこ

ろにより告示する。また、渋川市ホームページ等に掲載して公表する。

（３） 指定後の手続き

市長と指定管理者は、この募集要項８－（１）の指定後において、速やか

に、指定期間における基本的事項を定めた基本協定を締結する。

指定管理者は、当該基本協定の締結後において、速やかに、関係者への対

応を行い、指定管理業務の円滑な開始のために必要な引継ぎを受けること。

当該引継ぎにおいて生ずる指定管理者の派遣職員に係る一切の費用及び責任

は、指定管理者の負担とする。

９ スケジュール

令和 ７年 ７月３１日 募集の周知（広報及びホームページ）

令和 ７年 ７月３１日～９月１１日 募集要項、仕様書及び参考資料の配布

令和 ７年 ７月３１日～８月２２日 質問書の受付

令和 ７年 ８月２１日 施設見学会の開催

令和 ７年 ９月 １日～同月１９日 応募書類の受付

令和 ７年１１月 プレゼンテーション及び面接審査

指定管理者候補者の選考

上記後 指定管理者候補者の選定

上記後 選定の通知及び公表

上記後 仮協定の締結
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令和 ７年１２月 指定管理者の指定の議決

上記後 指定管理者の指定

上記後 指定の通知、告示及び公表

令和 ８年 １月 基本協定の締結

上記後 関係者への対応、引継ぎ

※スケジュールは、変更する場合がある。

１０ 参考資料

（１） 渋川市地域活動支援センターかえでの園の位置図

（２） 渋川市地域活動支援センターかえでの園の運営状況に関する資料

ア 利用状況

イ 主要なライフライン

ウ 外部委託業務及び賃貸借（リース）物品

エ 経営状況

（３） 渋川市地域活動支援センターかえでの園の運営に関するルール

ア 渋川市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

イ 渋川市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則

ウ 渋川市地域活動支援センターかえでの園条例

エ 地域生活支援事業実施要綱（厚生労働省通知）

オ 群馬県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例

カ 渋川市地域活動支援センター事業実施要綱



別紙

注意
事項

①用紙サイズは、証明書類（原本）を除き、日本工業規格Ａ４版（両面印刷可）とする。
②文字は、はっきりと読みやすい字体及び大きさとし、左横書きとする。
③提出書類は、Ａ４版フラットファイル（紙製）に上記の番号順に左綴じし、上記の番号ごとに白紙
の仕切り紙を挟んで、当該仕切り紙に上記の番号を記載したインデックスタブを付けること。
④Ａ４版フラットファイルの表紙及び背表紙に「（管理施設名）の応募書類」及び応募法人名を記載
すること。
⑤正本１部及び副本１６部（複写可）を作成し、正本と副本の記載が相違しないよう注意すること。
⑥渋川市が必要と認めた場合は、上記以外の書類の提出を求めることがある。
⑦応募書類を提出した後において、記載内容の誤り及び書類の不備等による応募書類の再提出
及び差し替えは、原則として認めない。
⑧応募書類に関して、著作権は応募法人に帰属するが、理由の如何に関わらず返却しない。
⑨応募書類の提出に係る一切の費用は、応募法人の負担とする。
⑩渋川市情報公開条例及び渋川市個人情報の保護に関する法律施行条例の規定により、公開さ
れる場合がある。
⑪応募書類を提出した後において、辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出すること。

12
令和5年度
貸借対照表、財産目録、資金収支計算書、事業活動計算書

13
令和6年度
貸借対照表、財産目録、資金収支計算書、事業活動計算書

10 定款、寄附行為、規約その他これらに類するもの

11
令和4年度
貸借対照表、財産目録、資金収支計算書、事業活動計算書

8
法人の国税・県税・市町村民税の納税証明書（未納額のない証明）
※課税がある場合で、発行から3箇月以内のものとする。

9
印鑑証明書
※発行から3箇月以内のものとする。

6

収支予算書（令和8年度から令和12年度まで）
※生産活動（工賃）に係る経理は、含めないこと。
※想定利用人数を10人とし、収支差額が0円になるよう収支を見込むこと。
※消費税及び地方消費税は、10％で算定すること。

様式
第４号

7
法人登記履歴事項全部証明書
※発行から3箇月以内のものとする。

4 法人調書
様式
第２号

5 事業計画書
様式
第３号

2
指定申請書
※印鑑証明書の登録印を押印すること。

別記
様式

3 誓約書
様式
第１号

渋川市

1
渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理に関する応募
書類の一覧表及び注意事項

別紙

№ 応募書類 様式
チェック欄（○）

法人

渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理に関する応募書類の一覧表及び注意事項

管理
施設

渋川市地域活動支援センターかえでの園 法人名

-9-



添付書類

別記様式（第３条関係）

申請者

代表者氏名

名　　　称

所　在　地

指　定　申　請　書

様

令和　　年　　月　　日

渋川市長 髙　木　　　　勉

印

　２　法人調書（様式第２号）

　１　誓約書（様式第１号）

連　絡　先

担当者氏名

施設名 渋川市地域活動支援センターかえでの園

定を受けたいので申請します。

　渋川市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定による指定管理者の指

　９　令和４年度～令和６年度の貸借対照表、財産目録、資金収支計算書、事業活動計算書

　３　事業計画書（様式第３号）

　４　令和８年度～令和１２年度の収支予算書（様式第４号）

　５　法人登記履歴事項全部証明書

　７　印鑑証明書

　８　定款、寄附行為、規約その他これらに類するもの

　６　法人の国税・県税・市町村民税の納税証明書（未納額のない証明）

-10-



誓約事項

⑤ 指定管理者の指定に関して、渋川市の指示に従うこと。

様式第１号

② 募集要項に記載された応募資格を満たしていること。

③ 指定申請に係る全ての事項について、事実と相違ないこと。

④ 指定管理者候補者の選考及び選定に関して、異議を申し立てないこと。

① 募集要項に記載された全ての内容を理解し、及び承諾していること。

　渋川市地域活動支援センターかえでの園指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）に基づく指

定管理者の指定申請において、以下の誓約事項を誓約します。

申請者 所　在　地

名　　　称

代表者氏名 印

誓　約　書

令和　　年　　月　　日

渋川市長 髙　木　　　　勉 様

-11-



〒 －

〒 －

就任日 他の法人役員（法人名）

人

人 現員数 人

定数 人 現員数

職業 就任日 他の法人役員（法人名）

他の法人役員（法人名）

生年月日

住所

生年月日

生年月日

職名

現員数 人

定数
役員及び評議員

の構成
監事

理事 定数 人
役員

評議員

生年月日

職名

就任日 他の法人役員（法人名）

生年月日

就任日 他の法人役員（法人名）職業

氏名

生年月日

基
本
理
念

職名

住所

認可年月日 成立年月日

職名

住所

主たる事務所
の所在地

住所

住所

氏名

様式第２号

代表者

ﾌﾘｶﾞﾅ

住所

役
員
名
簿

法　人　調　書

職業

職業

就任日

職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

名称
法人名

氏名

氏名

氏名

氏名

職業

-12-



様式第２号

法　人　調　書

ﾌﾘｶﾞﾅ

名称
法人名

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

運
営
事
業

社会福祉法に定める第一種社会福祉事業又は第二種社会福祉事業

平均利用数

上記以外の福祉事業

平均利用数

人従業者数 正規 人 非正規 人 合計

沿
革

利用定員開始日事業

△△法に基づく□□事業（事業所名）

○○法に基づく××施設（施設名）

事業

××市受託の○○事業（事業所名）

開始日 利用定員

-13-



様式第２号

法　人　調　書

ﾌﾘｶﾞﾅ

名称
法人名

円 円

円 円

円 円

円

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

令和7年3月31日現在

負債の部

建物

その他

資
金
収
支
計
算
書

令和6年4月1日～令和7年3月31日

事
業
活
動
計
算
書

令和6年4月1日～令和7年3月31日

経常増減額

繰越活動増減差額の部

次期繰越活動増減差額 ⑰＝⑬＋⑭＋⑮－⑯

純資産の部

資産の部合計

流動資産

負債の部合計貸
借
対
照
表

純資産の部合計

固定資産

土地

その他

預金

現金

資産の部

基本金

負債及び純資産の部合計

次期繰越活動増減差額

その他の積立金

国庫補助金等特別積立金

流動負債

固定負債

施設整備等収入計

事業活動支出計

事業活動収入計

その他の活動資金収支差額

施設整備等資金収支差額

事業活動資金収支差額

予備費支出

④

③＝①－②

②

①

サービス活動増減の部

サービス活動収益計 ①

サービス活動費用計 ②

サービス活動増減差額 ③＝①－②

⑬＝⑪＋⑫

⑫

⑪＝③＋⑥＋⑨－⑩

⑩

⑨＝⑦－⑧

⑧

⑦

⑥＝④－⑤

⑤

⑥＝④－⑤

特別増減の部

特別収益計 ⑧

特別費用計 ⑨

特別増減差額 ⑩＝⑧－⑨

サービス活動外増減の部

サービス活動外収益計 ④

サービス活動外費用計 ⑤

サービス活動外増減差額

⑦＝③＋⑥

当期末支払資金残高

前期末支払資金残高

当期資金収支差額合計

その他の活動による収支

施設整備等による収支

事業活動による収支

その他の活動支出計

その他の活動収入計

施設整備等支出計

前期繰越活動増減差額 ⑫

当期末繰越活動増減差額 ⑬＝⑪＋⑫

当期活動増減差額 ⑪＝⑦＋⑩

その他の積立金積立額 ⑯

基本金取崩額 ⑭

その他の積立金取崩額 ⑮

-14-



様式第２号

法　人　調　書

ﾌﾘｶﾞﾅ

名称
法人名

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

令和4年度 令和5年度年度

残存期間

財
務
推
移

令和6年度

償還残額借入額借入日借入先

総収入

総支出

当期損益

累積損益

借
入
状
況

国
・
県
・
市
に
よ
る
指
導
監
査
状
況

対象の法人、施設又は事業 指導監査結果

令和4年度～令和6年度
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様式第３号

事　業　計　画　書

管理
施設

渋川市地域活動支援センターかえでの園 法人名

第１　基本事項

1

応募理由

2

役員等による執行体制

3

福祉事業の運営実績

4

財政基盤

5

指定期間の開始前の引継ぎ

第２　事業計画

1

基本方針、運営方針

2

利用者及びその家族に対する具体的な支援内容

3

職員配置（施設長の責務）

4

職員配置（職員数、職員採用）

5

設備体制（安全確保、設備及び備品の充実）

6

運営体制（職員の資質の向上、職場環境づくり）

7

運営体制（サービスの質の向上）

※必要に応じて行を挿入すること。 -16-



様式第３号

事　業　計　画　書

管理
施設

渋川市地域活動支援センターかえでの園 法人名

8

運営体制（家族、地域、行政機関及び関係機関との連携及び協力）

9

運営体制（工賃その他の金銭の授受における金銭管理）

10

運営体制（利用者及び職員の健康管理）

11

運営体制（利用者の緊急時の対応及び事故発生時の対応）

12

運営体制（災害対策）

13

運営体制（衛生管理、感染症対策）

14

運営体制（緊急やむを得ない場合における行動制限の行為）

15

運営体制（虐待防止）

16

運営体制（秘密保持）

17

運営体制（個人情報管理、セキュリティ対策）

18

運営体制（利益の供与及び収受の禁止）

19

運営体制（苦情解決）

※必要に応じて行を挿入すること。 -17-



様式第４号

収入

支出

人件費支出

事務費支出

事業費支出

職員俸給

非常勤職員給与

旅費交通費

福利厚生費

器具什器費

収　支　予　算　書

収入計①

令和9年度

管理
施設

渋川市地域活動支援センターかえでの園 法人名

単位：千円

令和10年度 令和11年度 合計令和8年度勘定科目

指定管理料収入

職員諸手当

消耗品費

研修費

収支差額①－②

支出計②

車両費

燃料費

令和12年度

印刷製本費

水道光熱費

修繕費

通信運搬費

業務委託費

手数料

賃借料

給食費

教養娯楽費

日用品費

雑費

負担金支出

負担金支出

教育指導費

保健衛生費

損害保険料

被服費

法定福利費

諸会費

租税公課

※生産活動（工賃）に係る経理は、含めないこと。
※想定利用人数を10人とし、収支差額が0円になるよう収支を見込むこと。

-18-



渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

令和7年7月31日（木）から同年8月22日（金）まで

群馬県渋川市石原８０番地　渋川市役所本庁舎１階

電子メール

電話番号 FAX番号
法人
担当者

回答方法

電子メール　syougai-1@city.shibukawa.gunma.jp

質問日

質問内容

渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

回答日

回答内容

〒３７７－８５０１

管理施設 渋川市地域活動支援センターかえでの園

様式第５号

渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理に関する質問書兼回答書

部署・職名 氏名

ホームページにて公開

持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メール提出方法

質問者

質問書
受付概要

期間

場所

法人名
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渋川市地域活動支援センターかえでの園

持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メール
※令和7年8月20日（水）必着

1法人につき3人以内

申込方法

参加人数

場所

部署・職名

氏名

部署・職名

電子メール

電話番号 FAX番号

氏名

電子メール　syougai-1@city.shibukawa.gunma.jp

氏名

氏名

渋川市福祉部地域包括ケア課障害福祉係

電　話　０２７９－２２－２３５９（直通）

ＦＡＸ　０２７９－２２－２３２７（直通）

渋川市地域活動支援センターかえでの園の指定管理に関する施設見学会の参加申込書

管理施設 渋川市地域活動支援センターかえでの園

様式第６号

〒３７７－８５０１ 群馬県渋川市石原８０番地　渋川市役所本庁舎１階

法人
担当者

令和7年8月21日（木）午後2時から午後3時まで

施設見学
開催概要

注意事項

　施設見学会の参加の有無は、募集要項6-（1）の指定管理者
候補者の選考及び募集要項7-（1）の指定管理者候補者の選
定に何ら影響を及ぼすものではない。当該参加に係る一切の
費用は、参加した法人の負担とする。

日時

参加申込

法人名

法人
出席者
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